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合併公告

債権者及び株主等関係者　各位

　左記会社は合併して甲は乙の権利義務全部を承

継して存続し乙は解散することにいたしましたの

で公告します。

　効力発生日は令和　　年　　月　　日であり、

甲は会社法第七九六条第　項に基づき株主総会の承認決議は経ず、乙の株主総会決議は令和　　年　　月　　日に終了（又は予定）しております。

　この合併に対し異議のある債権者は、本公告掲

載の翌日から一箇月以内にお申し出下さい。

　なお、最終貸借対照表の開示状況は次のとおり

です。

（甲）掲載紙　官報

　　　掲載の日付　令和　　年　　月　　　日

　　　掲載頁　　　　頁（号外第　　　号）

（乙）掲載紙　官報

　　　掲載の日付　令和　　年　　月　　　日

　　　掲載頁○○○頁（号外第○○○号）

　令和　　年　　月　　　日

　　　　県　　　市

　　　　　　　　　　（甲）　　　　株式会社

　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　

　　　　県　　　市

　　　　　　　　　　（乙）　　　　株式会社

　　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　

［注］呼びかけはなくとも可。乙が甲株式を所有

　　　している場合は、「乙の権利義務全部（甲

　　　株式　　株を含む）」とする。

　　　緑色は任意記載事項
　　　会社法第七九六条の第　項の○は、「一」もしくは「二」が入る。
４【簡易吸収合併・連名通知併用型】








注）公告の実情により、この原稿の文言が適当でない場合があります。　　　　　全国官報販売協同組合
文言及び内容につきましては、お客様ご自身での確認をお願い致します。　　　　　　　　　H18-5-4

